
内
閣
人
事
局
の
公
表
資
料

に
よ
る
と
、
平
成
２
９
年
度
の

定
員
要
求
と
し
て
、
国
土
交
通

省
で
は
①
新
規
増
員
要
求
数

１
，
５
５
２
人

②
定
員
合
理

化
等
１
，
２
２
９
人
を
要
求
し

て
い
ま
す
（
国
土
交
通
省
全
体

で
）
。

新
規
増
員
要
求
数
に
は
、
新

規
増
員
数
、
業
務
改
革
に
伴
う

再
配
置
数
、
時
限
増
員
数
が
含

ま
れ
て
い
ま
す
。

新
規
増
員
要
求
は
、
防
災
・

減
災
対
策
や
社
会
資
本
の
老
朽

化
対
策
等
の
対
策
強
化
な
ど
昨

年
と
同
様
の
内
容
で
要
求
し
て

い
ま
す
。

本
省
当
局
は
本
部
と
の
折
衝

で
は
「
再
配
置
の
項
目
で
新
た

な
増
員
が
で
き
る
。
理
論
的
に

は
増
員
の
可
能
性
が
な
い
わ
け

で
は
な
い
。
（
皆
さ
ん
と
）
同

じ
方
向
を
向
い
て
い
る
」
ま
た

熊
本
地
震
の
時
限
増
員
に
つ
い

て
「
年
度
途
中
の
増
員
に
向
け

適
切
に
対
処
し
て
い
る
」
と
し

て
い
ま
す
が
、
本
気
で
取
り
組

ん
で
も
ら
わ
な
い
と
、
職
場
は

限
界
で
す
。

下
表
は
、
内
閣
人
事
局
へ
の

各
年
度
の
要
求
数
と
そ
の
査
定

結
果
で
す
が
、
２
９
年
度
の
要

求
数
は
昨
年
と
ほ
ぼ
同
数
の
要

求
数
と
な
っ
て
い
ま
す
。

新
規
増
員
は
き
わ
め
て
厳
し

い
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
再
配
置

に
よ
る
増
員
、
時
限
の
増
員
に

ど
れ
だ
け
当
局
が
努
力
す
る
か

が
問
わ
れ
て
い
る
と
言
え
ま

す
。平

成
２
６
年
７
月
２
５
日
に

閣
議
決
定
さ
れ
た
定
員
削
減
計

画
で
は
、
平
成
２
７
年
度
か
ら

毎
年
２
％
（
５
年
で
１
０
％
）

の
削
減
を
行
う
こ
と
が
決
定
さ

れ
、
国
土
交
通
省
全
体
で
は
６
，

２
０
０
名
を
削
減
す
る
目
標
が

設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

削
減
目
標
の
内
２
３
４
９
名

は
業
務
改
革
に
か
か
る
も
の
と

し
て
、
そ
の
範
囲
内
で
定
員
の

再
配
置
が
で
き
る
こ
と
に
な
っ

て
い
ま
す
（
時
限
増
員
は
別

枠
）
。
ユ
ニ
オ
ン
は
、
再
配
置

と
し
て
テ
ッ
ク
フ
オ
ー
ス
の
組

織
化
、
熊
本
地
震
対
応
へ
の
併

任
を
や
め
年
度
内
の
時
限
増

員
、
空
き
ポ
ス
ト
を
埋
め
る
増

員
を
要
求
し
て
い
ま
す
が
、
昨

年
の
要
求
総
数
（
時
限
増
員
含

む
）
は
１
５
５
５
名
で
、
結
果

２
４
２
名
の
純
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。
２
９
年
度
の
要
求
総
数

は
１
５
５
２
名
で
あ
り
、
昨
年

並
み
の
要
求
数
で
は
純
増
で
き

る
か
ど
う
か
、
当
局
の
姿
勢
も

問
わ
れ
て
い
ま
す
。

熊
本
地
震
や
東
北
、
北
海
道

を
襲
っ
た
台
風
１
０
号
な
ど
多

発
す
る
災
害
対
応
や
社
会
資
本

の
老
朽
化
対
策
な
ど
防
災
、
減

災
対
策
な
ど
組
織
の
拡
充
が
喫

緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

再
配
置
に
よ
る
テ
ッ
ク
フ
ォ

ー
ス
の
組
織
化
、
熊
本
地
震
対

応
へ
の
時
限
増
員
、
事
務
所
、

出
張
所
の
拡
充
な
ど
、
職
場
か

ら
増
員
の
声
を
上
げ
て
い
き
ま

し
ょ
う
。
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平成２９年度 １，５５２名の増員を要求

国民の安全・安心に責任
の持てる組織と増員を

熊
本
地
震
等
災
害
併
任
は
時
限
増
員
で

平
成
２
８
年
９
月
６
日
付
け
で
内
閣
人
事
局
か
ら
「
平
成
２
９
年
度
機
構
・
定
員
等
の
要
求
状
況
に
つ

い
て
」
公
表
さ
れ
ま
し
た
。
各
府
省
か
ら
要
求
さ
れ
た
今
回
の
内
容
に
つ
い
て
こ
れ
か
ら
内
閣
人
事
局
に
よ

る
査
定
が
行
わ
れ
ま
す
。
９
月
３
０
日
に
予
定
さ
れ
て
い
る
全
国
上
京
団
で
は
、
次
年
度
の
増
員
要
求
実
現

の
た
め
、
内
閣
人
事
局
に
対
し
て
、
厳
し
い
職
場
の
実
態
を
訴
え
て
追
及
す
る
予
定
で
す
。

国土交通省の主な新規増員要求事
項の内訳 【数字の( )は時限増員】

・防災・減災対策や社会資本の老朽化対策等の
体制強化263（59）

・海上保安の基盤強化226（5）
・公共交通の安全確保等の体制強化163
・持続的な地域社会の形成及び経済成長を支え
る基盤強化283（116）

テ
ッ
ク
フ
ォ
ー
ス
活
動

正
式
に
組
織
化
を

国土交通省の定員要求内訳

新規増員（時
限増員を除く

業務改革に
伴う再配置要
求

減　　員 差し引き 時限増員

２９年度要求 937 435 -1229 143 180

要求総数 定員合理化数 差し引き 新規増員数 定員合理化数 差し引き
平成２４年度 1,351 1,193 158 783 1242 -459
平成２５年度 1,132 1,193 -61 727 1330 -603
平成２６年度 1,436 1,061 375 694 1,106 -412
平成２７年度 1,498 1,245 253 1,020 1,259 -239
平成２8年度 1,555 1,284 271 1,047 1,289 -242
平成２９年度 1,552 1,229 323

増　員　要　求 決　　　　定
国土交通省の定員要求と決定数の変化

９
・
３
０

全
国
上
京

団
実
施



人
事
院
は
前
回
の
２
０
１
０

年
の
見
直
し
か
ら
５
年
を
経
過

す
る
た
め
と
し
て
特
地
勤
務
手

当
の
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。

そ
の
主
な
見
直
し
理
由
と
し

て
は
、
道
路
状
況
の
変
化
な
ど

か
ら
Ｄ
Ｉ
Ｄ
地
区
（
国
勢
調
査

に
よ
る
人
口
密
集
地
区
）
と
官

署
と
の
所
要
時
間
が
短
く
な
っ

た
こ
と
や
宿
舎
が
Ｄ
Ｉ
Ｄ
地
区

内
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
を
挙
げ

改
悪
を
行
っ
て
い
ま
す
。

官
署
の
所
在
地
自
体
は
支
給

基
準
を
満
た
し
て
い
る
の
に
、

宿
舎
の
統
廃
合
で
宿
舎
が
遠
方

の
Ｄ
Ｉ
Ｄ
地
区
内
に
移
転
し
た

た
め
、
当
該
宿
舎
入
居
職
員
は

従
来
と
同
じ
地
域
で
民
間
を
宿

舎
と
し
て
借
り
上
げ
て
い
る
に

も
関
わ
ら
ず
、
指
定
解
除
と
な

っ
た
官
署
や
こ
れ
ま
で
官
署
と

Ｄ
Ｉ
Ｄ
地
区
と
の
所
要
時
間
が

従
来
５
６
分
あ
り
四
捨
五
入
し

て
６
０
分
と
さ
れ
手
当
が
支
給

さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
最
新
の

道
路
セ
ン
サ
ス
に
よ
り
５
２
分

と
な
り
６
０
分
未
満
と
な
っ
た

た
め
支
給
割
合
が
下
が
っ
た
官

署
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

官
署
の
所
在
地
だ
け
で
は
な

く
宿
舎
の
所
在
地
も
条
件
と

し
、
ま
た
、
所
要
時
間
が
数
分

短
く
な
っ
た
だ
け
で
手
当
支
給

が
さ
れ
な
い
、
支
給
金
額
が
下

が
る
な
ど
厳
し
い
基
準
を
設
け

て
い
ま
す
。

そ
も
そ
も
特
地
勤
務
手
当

は
、
離
島
そ
の
他
生
活
の
著
し

く
不
便
な
地
に
所
在
す
る
官
署

（
特
地
官
署
）
に
勤
務
す
る
職

員
に
支
給
さ
れ
る
も
の
で
あ

り
、
過
酷
な
環
境
で
厳
し
い
業

務
を
こ
な
し
て
い
る
中
で
、
こ

の
手
当
を
引
き
下
げ
る
こ
と
は

職
員
の
士
気
に
影
響
す
る
も
の

で
あ
り
、
こ
れ
で
は
地
方
で
働

く
職
員
は
た
ま
っ
た
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。

国
土
交
通
省
管
理
職
ユ
ニ
オ

ン
は
、
国
土
交
通
省
（
旧
建
設
）

の
本
省
、
地
方
整
備
局
、
国
土

地
理
院
等
に
勤
務
す
る
管
理
職

員
等
を
対
象
に
、
２
年
に
１
回

「
管
理
職
等
ア
ン
ケ
ー
ト
」
を

実
施
し
て
い
ま
す
。

今
回
は
１
０
回
目
の
取
り
組

み
と
し
て
７
月
～
８
月
の
２
ヶ

月
間
で
約
２
０
０
０
名
弱
の
方

か
ら
集
約
出
来
ま
し
た
。

ア
ン
ケ
ー
ト
で
出
さ
れ
た
業

務
執
行
上
で
の
問
題
点
、
将
来

の
生
活
設
計
の
不
安
な
ど
の
切

実
な
「
想
い
」
や
「
声
」
を
集

約
し
、
国
土
交
通
省
、
人
事
院
、

内
閣
人
事
局
に
対
し
て
要
求
書

な
ど
の
形
に
し
、
管
理
職
員
の

処
遇
改
善
の
追
及
に
活
用
し
て

い
き
ま
す
。

詳
細
な
分
析
結
果
は
ユ
ニ
オ

ン
ニ
ュ
ー
ス
と
し
て
１
０
月
中

に
報
告
す
る
予
定
で
す
。

こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
は
管
理
職

員
等
を
対
象
に
し
て
い
る
と
い

う
こ
と
か
ら
、
日
本
国
内
で
も

余
り
例
が
な
い
と
い
う
こ
と
も

あ
り
、
国
交
省
当
局
や
人
事
院

も
注
目
す
る

も
の
と
な
っ

て
い
ま
す
。

第２３回全国建設研究・交流集会に参加しよう
☆とき：２０１６年１２月４日～５日 ☆ところ：福島県いわき市 スパリゾートハワイアンズ

☆１日目：記念講演：塩崎賢明（立命館大学教授）「東日本大震災からの復興と減災の課題」

特別報告：山本徳治（一社）日本建設業連合会常務理事

☆２日目：文科会：「原発災害からの復旧、復興」「建設労働者の賃金を考える」

「地域建設産業の役割と地域循環型経済」「担い手確保・育成に向けて」「講座憲法」

「現地視察」

特
地
勤
務
手
当
の
官
署
を

見
直
し
改
悪

人
事
院

人
事
院
は
９
月
１
日
、
特
地
勤
務
手
当
が
支
給
さ
れ
る
官
署
を
見
直
す
人
事
院
規
則
を
公
布
し
ま
し
た
。

見
直
し
改
悪
は

来
年
４
月
１
日
か
ら
実
施
さ
れ
ま
す
。

冬期以外 冬期 冬期以外 冬期

関東地方整備局　鬼怒川ダム統合

管理事務所　川俣ダム管理支所 2 級地 2 級地 1 級地 2 級地

関東地方整備局　利根川水系砂防

事務所　片品出張所 － 1 級地

近畿地方整備局　九頭竜川ダム統

合管理事務所　九頭竜ダム支所 1 級地 1 級地 準特地 1 級地

中部地方整備局　飯田国道事務所

木曽維持出張所 1 級地 2 級地 1 級地 1 級地

北陸地方整備局　松本砂防事務所

姫川出張所 準特地 1 級地

北陸地方整備局　神通川水系砂防

事務所　栃尾出張所 準特地 1 級地 準特地 準特地

中国地方整備局　出雲河川事務所

志津見ダム管理支所 準特地 1 級地 準特地 準特地

指定解除

指定解除

官署名
現行級地 格付級地

級別区分 ６ 級地 ５ 級地 ４ 級地 ３ 級地 ２ 級地 １ 級地
支給割合 25/100 20/100 16/100 12/100 8/100 4/100 

地
方
の
厳
し
い

実
態
を
無
視

管
理
職
員
ア
ン

ケ
ー
ト
に
ご
協

力
あ
り
が
と
う

ご
ざ
い
ま
し
た


